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宮崎県内栄養士設置施設の実態調査に基づく
栄養教育環境の現状

南九州大学研報 49A: 33-40（2019）

ている3）． 
本研究では，栄養教育の定義を，「Evidence Based 

Nutrition（EBN）の観点から，適切なアセスメントと
栄養教育プログラムに基づき，対象の心身の成長・発
達，健康保持・増進，疾病予防・治療，ウェルビーイ
ング（well-being），QOL向上を目的に，行動科学に基
づいた手段を用いて，適正な食事摂取等ライフスタイ
ルの確立と不適切な行動を修正にするための，対象自
らの自己管理能力向上に寄与する教育」とした4）5）． 

緒言

栄養教育は「管理栄養士養成課程におけるモデル
コアカリキュラム2015」1）において，「実践専門科目」
に掲げられている．管理栄養士による栄養教育は人を
対象として，食を中心に支援を行い，心理的・教育的
な手段を用いて，人々の健康の維持・増進，QOL（quality 
of life；生活の質）2）の向上を目指すことを目的とし
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The authors observed a part of the actual state of “nutrition education”, which is the 
professional practice of registered dietitian, by focusing on the educational environment and 
hereby report the results. 

An anonymous self-administered questionnaire was distributed to dietitians and registered 
dietitians who were working in Miyazaki Prefecture in fiscal year 2017, asking whether 
there was a nutrition counseling room at their workplace and about their work. Two-tailed 
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“insufficiency of his or her own knowledge and skills” as the reason. About 90% of the 
respondents were practicing professional service of nutrition counseling in a non-dedicated 
space. The percentage of those who were in charge of nutrition counseling was significantly 
higher in the group whose workplace had a dedicated counseling room compared to the group 
whose workplace did not have a dedicated counseling room (p=0.014), and those employed 
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た．同栄養士会では会員からの各種回答や申込みなど
にFAXを常時活用しており，会員の利便性を考慮した
同栄養士会事務局の助言もあり，本調査の回収方法と
した．

調査票には，本研究の主旨を説明し，無記名自記式
および回答方法などの調査方法を記した．調査項目お
よび選択肢は付表に示す．

調査内容は以下の通りである.
①属性：性，年代，免許（栄養士・管理栄養士）の種

別，勤務先施設の種別，勤務年数．勤務年数
は栄養士・管理栄養士として勤務してきた合
計年数とした．

②専門業務の実施状況： 給食管理業務，栄養教育・
栄養相談業務

③栄養教育・栄養相談の環境（場所，教材・機材，予算）
④栄養教育・栄養相談業務に対する満足度と業務環境

との関連性
⑤今後の栄養教育・栄養相談業務に望むこと

回答は，質問により択一式もしくは複数回答とした．
無記名のため，未記入部分の聞き取りや補完はしてい
ない． 

3 ．解析方法
栄養相談室有無による「栄養教育」の実施状況，業

務満足度の比較にはχ2検定を用いた．統計学的検定で
は有意水準は両側 5 %とし，解析にはSPSS Ver.21を用
いた．

結　　果

1 ．対象者の属性
表 1 に対象のうち，回答のあった者について，性別

の年代・勤務先施設・勤務年数の分布を示す．対象の
9 割以上が女性で，20歳代18人（21.7%），30歳代お
よび40歳代ともそれぞれ21人（25.3%），50歳代14人

（16.9%），60歳代 5 人（6.0%）で，最も多い年代は30
歳代および40歳代であった．回答者の勤務先施設は，
行政10人（12.0%），病院・診療所55人（66.3%），小
中学校 5 人（6.0%），福祉施設11人（13.3%）で，病院・
診療所が最も多かった．栄養士・管理栄養士としての
合計勤務年数では，20年以上31人（37.3%），10～20
未 満19人（22.9%）， 5 ～10年 未 満21人（25.3%） 1 ～
5 年未満11人（13.3%）, 1 年未満 1 人（1.2%）で，20
年以上と回答した者が最も多かった．

なお，免許の種別では栄養士 1 人，管理栄養士82人
で，回答者のほとんどが管理栄養士であった．

2 ．専門業務の実施状況： 給食管理業務，栄養教育・
栄養相談業務

専門業務の実施状況について，表 2 に勤務先別の「給
食管理業務」の実施状況を示す．対象者83人のうち，
行政とその他を除く病院・診療所，小・中学校，福祉
施設では回答者の 6 割以上が「ほぼ毎日担当している」
と答えた．行政では，全員が「担当していない」もし
くは「給食は実施されていない」と答えた．全体では，
給食管理業務を，「ほぼ毎日担当」49人（59.0%）,「定

栄養教育では，上記の目的・目標を達成するため，
マネジメント（Management）サイクル【PDCAサイク
ル：計画（Plan）→実施（Do）→評価（Check）→改
善（Act）】を適用して対象者の行動変容を目指す6）．
実施にあたっては，教育方法（学習形態，教材・媒体，
場所）を対象者の実態に合わせて選択し，実施後はそ
の効果を評価する．教育方法のうち，学習形態には個
別学習形態と集団学習形態があり，さらに個別学習形
態の一つとして，管理栄養士が行う「個別栄養相談」
がある．

管理栄養士が栄養教育の一環として「個別栄養相談」
を行う際には，専門的な知識や技術を用いて対象者の
主体的な行動変容を支援するため，栄養カウンセリン
グ7）の技術を用いる．カウンセリングマインドを持っ
て，対象者のプライバシーを守り，安心感と信頼感を
確保するため，できる限り静かな落ち着いた環境が望
まれる．

足達は，面接空間や治療者の身だしなみなどは，面
接やその対象者に影響をおよぼす刺激環境であると述
べている8）．栄養教育の実施率や実施状況については
学校や職域などの報告があるものの9）~12），栄養教育を
どのような環境で実施しているかについての報告は著
者らの知る限り見当たらない．そこで本研究では，対
象者の行動変容を目指す栄養教育の環境の現状に着目
し，その実態の一端を把握するために，宮崎県内栄養
士設置施設に勤務する栄養士および管理栄養士を対象
に，栄養教育の実施状況や栄養教育環境の実態を調査
し，栄養教育業務の環境と業務内容や栄養士・管理栄
養士の意識との関連を検討し，栄養教育環境の充実に
寄与する情報を得ることを目的とした．      

方　　法

1 ．調査対象
調査対象は，宮崎県内の栄養士・管理栄養士設置施

設において勤務する栄養士・管理栄養士とした．公益
社団法人宮崎県栄養士会に調査協力を依頼し，栄養士・
管理栄養士会員607人を調査対象とした．本調査実施
にあたり，事前に同栄養士会に主旨を説明し承諾を得
た．同栄養士会は調査時点での会員数607名，会員が
所属する職域事業部として，研究教育・学校健康教育・
勤労者支援・公衆衛生・地域活動・医療の各事業部が
あり13），それぞれ，研究教育16人，学校健康教育20人，
勤労者支援 9 人，公衆衛生54人，地域活動75人，医療
311人，福祉122人の所属であった． 

調査対象のうち，回答を得られなかった者を除く83
人を解析対象とした（回収率13.7%）．

なお，本研究を開始するにあたり，南九州大学倫理
委員会の承認を得て同規定を遵守した（承認番号：第
148号）．

2 ．調査方法
平成29年 9 月～12月に，無記名の自記式質問紙法に

より実施した．具体的には，宮崎県栄養士会が発行す
る会員向けの会報を郵送する際に，同調査票を同封
し配布した．記入後の回収方法はFAXによる返送とし
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当していない」 2 人（2.4%），「当施設では実施され
ていない」 7 人（8.4%）であった． 

専門業務として「栄養教育・栄養相談業務」を毎日
もしくは定期的に担当しているのは約 5 割，不定期の
担当も加えると全体の約 9 割が担当していた．

3 ．栄養教育・栄養相談の環境（場所，教材・機材，
予算）

図 1 は「栄養教育・栄養相談業務」を「ほぼ毎日」
もしくは「定期的に」あるいは「不定期に」担当して
いると回答した者（74人）を対象に，栄養教育・栄養
相談の場所について複数回答による結果をもとに，そ
の設置状況を示したものである．また，表 4 には勤務
先別に示した．専用相談室ありは13人（17.6%），専

期的に担当」5 人（6.0%），「不定期に担当」4 人（4.8%）
となり，全体の約 7 割が専門業務としての「給食管理
業務」を実施していた．

表 3 に勤務先別の「栄養教育・栄養相談業務」の実
施状況を示す．「ほぼ毎日担当」しているのは，行政
3 人（30.0%），病院・診療所17人（30.9%）のみであっ
た．これに「定期的に担当」および「不定期に担当」
を加えると，全勤務先において，回答者の 6 割以上が
担当していると答えた．また，福祉施設に勤務する回
答者の 4 割弱が「当施設では（栄養教育・栄養相談業
務が）実施されていない」と回答した．全体で観察す
ると，回答者83人のうち，「栄養教育・栄養相談業務」
を担当しているのは，「ほぼ毎日」20人（24.1%），「定
期的に」19人（22.9%），「不定期に」35人（42.2%），「担
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表1 　回答者の年代・勤務先施設・勤務年数の分布
男性　 n=6 女性 　n=77 合計  n=83

n（%） n（%） n（%）
年代
　　20 歳代 2（33.3） 16（20.8） 18（21.7）
　　30 歳代 4（66.7） 17（22.1） 21（25.3）
　　40 歳代 － 21（27.2） 21（25.3）
　　50 歳代 － 14（18.2） 14（16.9）
　　60 歳代 －    5（6.5）    5（6.0）
　　未記入 －    4（5.2）    4（4.8）
勤務先施設
　　行政 1（16.7）  9（11.7） 10（12.0）
　　病院・診療所 5（83.3） 50（64.9） 55（66.3）
　　小学校・中学校 －    5（6.5）    5（6.0）
福祉施設（児童・高齢・障がい） － 11（14.3） 11（13.3）
　　その他 －   2（2.6）    2（2.4）
勤務年数（合計）
　　20 年以上 － 31（40.3） 31（37.3）
　　10 年～ 20 年未満 1（16.7） 18（23.4） 19（22.9）
　　5 年～ 10 年未満 4（66.7） 17（22.1） 21（25.3）
　　1 年～ 5 年未満 1（16.7） 10（13.0） 11（13.3）
　　1 年未満 －    1（1.3）    1（1.2）

表2 　勤務先別「給食管理業務」の実施状況

行　政  
n=10

病院・診療所  
n=55

小・中学校 
n=5

福祉施設 
n=11

その他 
n=2

合　計 
n=83

n（%） n（%） n（%） n（%） n（%） n（%）
給食管理業務を
　 ほぼ毎日担当 － 34（61.8） 4（80.0） 10（90.9） 1（50.0） 49（59.0）
　 定期的に担当 －    4（7.3） －    1（9.1） －    5（6.0）
　 不定期に担当 －    4（7.3） － － －    4（4.8）
　 担当していない 1（10.0）  6（10.9） 1（20.0） － －    8（9.7）
実施されていない 9（90.0）  6（10.9） － － 1（50.0） 16（19.3）
無回答 －   1（1.8） － － －    1（1.2）

表3　勤務先別「栄養教育・栄養相談業務」の実施状況

行政  
n=10

病院・診療所  
n=55

小・中学校 
n=5

福祉施設 
n=11

その他 
n=2

合　計 
n=83

n（%） n（%） n（%） n（%） n（%） n（%）
栄養教育・栄養相談業務を
　 ほぼ毎日担当  3（30.0） 17（30.9） － － － 20（24.1）
　 定期的に担当  3（30.0） 12（21.8）  2（40.0）    1（9.1）  1（50.0） 19（22.9）
　 不定期に担当  4（40.0） 21（38.2）  3（60.0）  6（54.5）  1（50.0） 35（42.2）
　 担当していない －   2（3.6） － － －    2（2.4）
実施されていない －   3（5.5） －  4（36.4） －   7（8.4）
無回答 －   1（1.8） － － －    1（1.2）
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答した者より「あまり満足していない」および「まっ
たく満足していない」と回答した者の割合が高く，全
体では38人（52.8%）が満足していないと答え，満足
していると回答したのは12人（16.6%）であった．
「あまり満足していない」および「まったく満足し

ていない」と回答した者の満足していない理由（複数
回答）を図3に示した．約 7 割が「自分自身の知識・
技術不足」と答えた．次いで，約 3 割が「時間がない」

「専用の場所がない」，約 2 割が「組織の体制が不十分」
「栄養教育が必要とされていない」と回答した．

図 4 に，「栄養教育・栄養相談業務」を「ほぼ毎日」
もしくは「定期的に」あるいは「不定期に」担当して
いると回答した者（74人）について，専用栄養相談室
有無別の「栄養教育・栄養相談業務」の実施状況を
示した．「専用の相談室・コーナー」有りは無しに比
べ，「栄養教育・栄養相談業務」を「ほぼ毎日」およ
び「定期的に」担当している割合が有意に高かった

（p=0.014）．また，同様に業務満足度を観察したところ，
有りは無しに比べ，業務満足度が高い傾向がみられた

（p=0.065）． 

用コーナーありは 2 人（2.7%），他と共用の場所が41
人（55.4%），ベッドサイドや教室・対象者の居室等
定まった場所がないが30人（40.5%）であった．専用
の栄養教育・栄養相談の場所があるのは，全体の約 2
割で，医療機関と一部の行政に限られ，小中学校・福
祉施設にはなかった．図 2 に栄養教育・栄養相談に使
用する教材・機材類（複数回答）の所有状況を示し
た．パンフレット・リーフレット類が最も多く，59人

（79.7%），次いで関連書籍24人（32.4%），フードモデ
ル・SATシステム21人（28.4%）であった．栄養教育・
栄養相談に関連する予算については，毎年ある13人

（19%），ときどきある10人（15%），ない44人（66%）で，
毎年予算があるのは全体の約 2 割であった．

4 ．栄養教育・栄養相談業務の環境と実施状況および
業務満足度との関連

表 5 に「栄養教育・栄養相談業務」を「ほぼ毎日」
もしくは「定期的に」あるいは「不定期に」担当して
いると回答した者（74人）の，現在の「栄養教育・栄
養相談業務」に対する満足度を，勤務先別に示した．
どの勤務先でも「十分満足」および「少し満足」と回
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表4　「栄養教育・栄養相談の場」設置状況（勤務先別）

行　政  
n=10

病院・診療所  
n=50

小・中学校 
n=5

福祉施設 
n=7

その他 
n=2

合　計 
n=74 1）

n（%） n（%） n（%） n（%） n（%） n（%）
専用の栄養相談室・
栄養相談コーナー　有り 2（20.0） 13（26.0） － － － 15（20.3）

専用の栄養相談室・
栄養相談コーナー　無し 2） 8（80.0） 37（74.0） 5（100.0） 7（100.0） 2（100.0） 59（79.7）

1 ）栄養教育・栄養相談を 「ほぼ毎日」・「定期的に」・「不定期的に」担当している者の合計
2 ） 「他と共用の相談室・コーナー」,・「ベッドサイドや教室・対象者の居室等」・「その他」と回答した者

表5　勤務先別「栄養教育・栄養相談業務」の満足度

行　政  
n=10

病院・診療所  
n=50

小・中学校 
n=5

福祉施設 
n=7

その他 
n=2

合　計 
n=741)

n（%） n（%） n（%） n（%） n（%） n（%）
栄養教育・栄養相談業務に
　　十分満足 2（20.0）  5（10.0） － － －    7（9.5）
　　少し満足 －    2（4.0） 1（20.0） 2（28.6） －    5（6.7）
　　ふつう 4（40.0） 16（32.0） 1（20.0） － 1（50.0） 22（29.7）
　　あまり満足していない 4（40.0） 21（42.0） 3（60.0） 3（42.8） － 31（41.9）
　　まったく満足していない －    4（8.0） － 2（28.6） 1（50.0）    7（9.5）
無回答 － 2（4.0） － － －    2（2.7）
1 ）栄養教育・栄養相談を 「ほぼ毎日」・「定期的に」・「不定期的に」担当している者の合計
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図1　「栄養教育・栄養相談の場」設置状況（n=74,複数回答）　
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所有状況(n=74,複数回答)
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る．管理栄養士が担う栄養の指導として，個人や集団
を対象とした栄養教育や栄養相談があり，それらの専
門業務を行うための環境整備は，管理栄養士と対象者
との信頼関係を構築し，教育の機会を創出するための
重要なマネジメント要素である．

本研究は，「栄養教育・栄養相談業務」の環境に焦
点を当て，その実態の一端を観察したものである．公
益社団法人宮崎県栄養士会の会員（607名）を対象とし，
個々人に対し無記名自記式質問紙調査を行った．回答
者は20歳代から60歳代までの各年代に分布しており，
うち30歳代および40歳代が最も多く，それぞれ 4 人に
1 人の割合であった．調査時点までの合計の勤務年数
は，20年以上が最も多く，全回答者の 4 割近くを占め
ていた．勤務先別では，「病院・診療所」と回答した
者が 6 割以上を占めていた．

管理栄養士としての専門業務である「栄養教育・栄
養相談」について，「ほぼ毎日」もしくは「定期的に」
あるいは「不定期に」担当していると回答した者は全
体の 9 割，「担当していない」もしくは「当施設では
実施されていない」と回答した者は1割であった．「ほ
ぼ毎日」担当していると回答した者は全回答者の 4 人
に 1 人であり，勤務先別では「行政」および「病院・
診療所」に限られていた．一方，同様に管理栄養士の
専門性を活かして担当する「特定多数人に対して継続
的に食事を提供する施設における」給食管理業務につ
いては，全回答者の 7 割が「ほぼ毎日」もしくは「定
期的に」あるいは「不定期に」担当しており，「担当
していない」および「当施設では実施されていない」
が約3割であった．
「栄養教育・栄養相談業務」を担当していると回答

した者を対象に，複数回答ではあるが，業務の環境に
ついて，実態を観察した．「専用の栄養相談室・相談コー
ナー」があると回答したのは，全体の 2 割，「他と共
用の栄養相談室・相談コーナー」，「ベッドサイドや教
室，対象者の居室等」と回答したのは，それぞれ 4 ～
5 割であった．これらの状況から，全回答者の約 9 割
が「栄養教育・栄養相談業務」を担当しているにも関
わらず，そのための専用の場所が設置されていると回
答したのは，わずか約 2 割であり，対象者の状況に配
慮した高度の専門的知識や技術を要する「栄養教育・
栄養相談業務」の環境としては不十分と考えられる実
態の一端が明らかになった．
「栄養教育・栄養相談業務」に対する満足度につい

5 ．今後の栄養教育・栄養相談
表 3 で「栄養教育・栄養相談業務」を「担当してい

ない」および「実施されていない」と回答した者（ 9 人）
に，今後，「栄養教育・相談業務」を担当する予定が
あるか質問したところ，「担当するか不明」4 人（50%），

「今後も担当しない」2 人（25%）となり，調査時点で「栄
養教育・栄養相談業務」を担当していない者では， 7
割以上が今後も担当しない可能性を示した．

図5に，全員を対象に「栄養教育・相談業務」にお
いて希望する施設・設備等について質問した（複数回
答）結果を示す．「専用の栄養相談室」35人（42.7%）
が最も多く，次いで，「栄養教育用展示室・コーナー」
22人（26.8%），「教材・機材を保管する専用の場所」
21人（25.6%）で， 4 割以上が専用の場所を望んでい
ることがわかった．

考　　察

栄養士法14）によると，「管理栄養士は厚生労働大臣
の免許を受けて，管理栄養士の名称を用いて，傷病者
に対する療養のため必要な栄養の指導，個人の身体の
状況，栄養状態等に応じた高度の専門的知識および技
術を要する健康の保持増進のための栄養の指導並びに
特定多数人に対して継続的に食事を提供する施設にお
ける利用者の身体の状況，栄養状態，利用の状況等に
応じた特別の配慮を必要とする給食管理およびこれら
の施設に対する栄養改善上必要な指導等を行うことを
業とする者」と定義されている．つまり，「療養のため」
や「健康の保持増進のため」の栄養の指導は，管理栄
養士がその専門性を活かして担当する業そのものであ

宮崎県内栄養士設置施設の実態調査に基づく栄養教育環境の現状
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（n=38,複数回答）

20％

40％

60％

80％

100％

0％
専
用
の

栄
養
相
談
室

教
材･

機
材
を

保
管
す
る

専
用
の
場
所

教
育
用

Ａ
Ｖ
設
備

体
験
用

調
理
実
習
室

栄
養
教
育
用

展
示
室
・

コ
ー
ナ
ー

そ
の
他

特
に
必
要
な
い

42.7％

26.8％ 25.6％
20.7％

9.8％ 7.3％

23.2％

図5　栄養教育・相談業務用として欲しい施設・設備
（n=83,複数回答）

図4　専用栄養相談室有無別「栄養教育・栄養相談業務」
実施状況　（n=74）

専用室あり（n=15）

※数値は％

※

専用室なし（n=59）
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※；p=0.014（「ほぼ毎日」・「定期的に」・「不定期的に」担当している者の合計の比較）
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本研究の限界と展望

本研究では，対象を宮崎県栄養士会に所属する栄養
士・管理栄養士個人を対象として回答を得たため，同
施設に勤務する栄養士が複数含まれる可能性も否定で
きず，限界である．回収率の低さも研究結果の信頼性
に影響を与えている可能性がある．しかしながら，管
理栄養士の専門業務である「栄養教育・栄養相談」業
務が実施される場所や環境について，その実態を調査
したものはなく，今後の栄養教育環境の充実のための
資料を提供した．

本研究の結果を受けて，管理栄養士養成過程におい
て，栄養教育の環境について学習の機会を与えるため，
平成29年 7 月に学内の「栄養教育実習室」に栄養教育・
栄養相談のための実習施設を設置した17）．栄養カウン
セリング実習において活用し，学生の実践的教育や栄
養教育環境の重要性を学ぶ機会を提供している．今後，
学生の教育はもとより，地域で活動する管理栄養士の
知識・技術の向上に貢献できるよう，その活用法をさ
らに検討していく． 

「栄養カウンセリング実習コーナー」
仕様： 2 ㍍ × 3 ㍍のスペース

面接用丸テーブル 1 個・椅子 2 脚・パーテー
ション・時計・栄養教育用教材各種・壁掛け
の絵画・固定せず移動可能・現状復帰を可能
にした．

ても回答を求めたところ，「全く満足していない」お
よび「あまり満足していない」が半数を超えた．満足
していない理由（複数回答）として最も多かったのは，

「自分自身の知識・技術不足」で，約 7 割を占め，各
年代においても 4 割～ 5 割が理由として挙げた．「栄
養教育・栄養相談業務」に関する知識だけでなく，技
術の向上を図る再教育の機会が重要と思われた．
「専用の栄養相談室・相談コーナー」の有無別に「栄

養教育・栄養相談業務」の実施状況を観察したところ，
「専用の相談室・コーナー」有りは無しに比べ，「ほぼ
毎日」および「定期的に」担当している割合が有意に
高かった（p=0.014）．ただし，「ほぼ毎日」に限って
観察すると，専用の場所の有無に関わらず，どちらも
回答者の約 3 割が「栄養教育・栄養相談業務」を担当
していた．一方，「専用の相談室・コーナー」有りは，
無しに比べ，「定期的に」「栄養教育・栄養相談業務」
を担当すると回答した割合が著しく高く，専門業務を
実施する専用の空間は，「栄養教育・栄養相談業務」
の実施状況に影響をおよぼすことが推察された．

栄養相談に関連する予算については「予算がない」
と回答した者が6割を占め,教材の所有については 8 割
がパンフレットやリーフレットと回答したが，その他
の教材・機材については所有率が低かった．教材・機
材の整備は「栄養教育・栄養相談業務」環境の充実の
ためにも重要であり，栄養教育対象者の状況に合わせ
た支援と行動変容の促進に必要な要素といえる15）．

栄養士法において，管理栄養士による高度の専門的
知識や技術に基づいた栄養の指導を行う環境としての

「専用の栄養相談室・コーナー」に関連した記述や基
準はない．また，管理栄養士学校指定規則16）におい
て栄養の指導に関する知識や技術を習得する場である

「栄養教育実習室」に必要とされている実習設備は，「視
聴覚機器及び栄養教育用食品模型」のみとなっている．
行動科学に基づいた高度の専門業務としての栄養の指
導が求められているにも関わらず，対象者の行動変容
を促す刺激環境8）のマネジメントや栄養カウンセリン
グの知識や技術を習得するための施設基準はないのが
現状である．本研究において，管理栄養士の専門業務
である「栄養教育・栄養相談業務」遂行のための充分
な環境が整っていない可能性が示唆された．対象者の
居室や訪問先において栄養の指導を行う場合は，そこ
が指導の場所にもなるが，そのための機材・教材の保
管やプライバシーに配慮した家族・介護者等への指導
の場の確保など，充分な環境整備が望まれる．管理栄
養士には対象者の状況に合わせた専門的な栄養の指導
が求められており，各職域において，その環境の充実
を図ることにより，専門業務の向上と，地域における
栄養指導・教育の場が増強され，管理栄養士による，
さらなる貢献が期待されると考えた．

本研究の結果，栄養教育環境の現状の一端が明らか
になり，専門業務遂行のための環境づくりの重要性と
その推進の必要性が示唆された．今後の「栄養教育」
発展に寄与する情報が得られた．
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検定を用い，有意水準両側 5 %とした．回答者83人（男
性 6 人，女性77人） の主な勤務先は医療機関（66.3%），
福祉施設（13.3%），行政（12.0%），専門業務のうち
給食管理業務をほぼ毎日担当しているのは約 6 割，栄
養相談業務をほぼ毎日もしくは定期的に担当している
のは約 5 割，不定期も合わせると 9 割であった．専用
相談室があるのは約 2 割，教材類ではパンフレット類
が最も多かった．栄養相談業務に満足していない者は
4 割を超え，その理由として約 7 割が「自分自身の知

要　　約

管理栄養士の専門業務として行われる「栄養教育」
の環境に焦点をあて，実態の一端を観察したので報告
する．平成29年度に宮崎県内に勤務する栄養士・管理
栄養士を対象に「栄養相談室設置状況調査」を無記名
自記式質問紙法により実施した．栄養相談室有無によ
る「栄養教育」の実施状況，業務満足度の比較にはχ2

宮崎県内栄養士設置施設の実態調査に基づく栄養教育環境の現状

栄養教育及び栄養相談のための「栄養相談室」等設置状況調査
記入日：平成 29 年（　　　　）月（　　　　）日／ 記入者：男 ・ 女

1 現在お持ちの免許の種類は ①栄養士 ②管理栄養士

2 勤務先施設の種別は ①行政 ②病院・診療所 ③小学校・
　中学校

④福祉施設
　（児童 ･ 高齢 ･
　障がい）

⑤その他
（　　　）

3
栄養士・管理栄養士としての
勤務年数は（複数の勤務
経験がある方は合計年数）

① 1 年未満 ② 1 年～ 5 年
　未満

③ 5 年～ 10 年
　未満

④ 10 年～ 20 年
　未満 ⑤ 20 年以上

4 現在の施設における給食
管理業務は ①ほぼ毎日担当 ②定期的に担当 ③不定期に担当 ④担当していない ⑤当施設では実施

　されていない

5 現在の施設における栄養
教育・栄養指導業務は ①ほぼ毎日担当 ②定期的に担当 ③不定期に担当 ④担当していない ⑤当施設では実施

　されていない

6
５の①②③に回答された
方にお尋ねします。
栄養相談を行う場所は

①専用の栄養
　相談室

②専用の栄養相談
　コーナー

③他と共用の
相談室・コーナー

④ベッドサイドや
　教室、対象者の
　居室等

⑩その他
（　　　　）

7

５の①②③に回答された
方にお尋ねします。
栄養相談用の教材・機材は

（複数回答可）

①教育・指導用
　パソコン

②フードモデル・
　SAT ③料理カード ④教育用

　DVD・CD 等
⑤栄養計算ソフト
　（単体・一体型）

⑥統計ソフト
⑦体重・体組成・
　血圧・血糖値等
　測定器

⑧各種
　パンフレット・
　リーフレット

⑨関連書籍 ⑩その他
（　　　　）

8
５の①②③に回答された
方にお尋ねします。
栄養相談に関連する予算は

①毎年ある ②ときどきある ③ない

9
５の①②③に回答された
方にお尋ねします。栄養相談
業務に関する満足度は

①今のままで
　十分満足 ②少し満足 ③ふつう ④あまり

　満足していない
⑤まったく満足
　していない

10

９の④⑤に回答された方に
お尋ねします。満足していな
い理由を回答ください。

（複数回答可）

①自身の知識・
　技術不足

②組織の体制が
　不十分 ③時間がない ④まわりの

　協力がない

⑤施設では栄養教
　育が必要とされ
　ていないと感じる

⑥予算がない ⑦専用の場所が
ない ⑧その他（　　　　　　　　　　　）

11
５の④⑤に回答された方に
お尋ねします。今後、栄養教育・
相談業務を担当することは

①今後担当する
　予定がある

②担当するか
　どうか不明

③今後も担当する
　予定（必要）は
　ない

12

全員にお尋ねします。
栄養教育・相談業務用と
して欲しい施設・設備は

（複数回答可）

①専用の栄養
　相談室

②体験用調理
　実習室

③教材・機材を
　保管する専用の
　場所

④栄養教育用
　展示室・コーナー

⑤教育用
　AV 設備

⑥その他
（　　　　　　　　　　　） ⑦特に必要ない

13 栄養教育・栄養相談のための「栄養相談室」等に関するご意見・ご感想をお聞かせださい。
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13）公益社団法人宮崎県栄養士会 職域事業部区
分.http://ww61.tiki.ne.jp　 /~mz-eiyoushi/menu02/
menu02.html（2018.9.25アクセス可能）．

14）秋山隆,安達内美子,天野信子ら.（2016）改訂マス
ター栄養教育論.逸見幾代,佐藤香苗.pp176-203.建
帛社.

15）足達淑子.（1998）栄養指導のための行動療法入
門.pp50-80.医歯薬出版.

16）管理栄養士学校指定規則.（2011）厚生労働省. 
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=7832000
0&dataType=0&pageNo=1.（2018.9.25ア ク セ ス 可
能）．

17）渡邉純子.（2018）栄養教育の発展に向けた県内
施設の「栄養相談室」設置状況調査と実習用「栄
養相談コーナー」設置の提案.南九州大学研究報
告48:65-66. 

識・技術不足」であった．回答者の 9 割は専用の場所
がない環境で「栄養教育」という専門業務を行ってお
り，4 割が「専用の栄養相談室が欲しい」と回答した．
また，専用の相談室有りは無しに比べ，栄養相談業務
を担当している割合が有意に高く（p=0.014），業務満
足度が高い傾向がみられた（p=0.065）．栄養教育環境
の現状の一端が明らかになり，専門業務遂行のための
環境づくりの重要性が示唆された．
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